
数値 年/年度 数値 年/年度

「全国学力・学習状況調査」の全国平均との差
（公立小・中学校）
※（　）内は全国平均値

小国　67%(67.2%)
小算　61%(62.5%)
中国　70％(69.8%)
中数　52%(51.0%)

小国　68%(67.7%)
小算　64%(63.4%)
中国　58％(58.1%)
中数　52%(52.5%)

全国平均を3ポイント
上回る

義務教育課

勉強が「好き」「どちらかといえば好き」である児童生徒の割合
（公立小・中学校）

小　61.6％
中　62.6％

小　61.5％
中　61.6％

義務教育課

コンピュータなどのICT機器を学級の友達と意見交換する場面で
週３回以上使用する児童生徒の割合（公立小・中学校）

小５　49.7％
小６　54.6％
中１　43.7％
中２　51.0％

小５　48.4％
小６　54.5％
中１　49.0％
中２　56.4％

義務教育課

課題の解決に向けて、自分で考え、自分から取り組む児童生徒の
割合（公立小・中学校）

小　78.4％
中　82.4％

小　82.0％
中　81.5％

義務教育課

学校の枠を越えて高校生が学び合う活動に取り組んだ学校の割
合（県立高等学校等）

高校教育課

地域の関係機関や人材等を活用した主権者教育又は消費者教
育を行っている学校の割合（県立高等学校等）

高校教育課

読書が好きと感じている児童生徒の割合
（公立小・中学校）

小　72.6％
中　68.1％

小　70.4％
中　65.9％

小　80.0％
中　75.0％

地域連携教
育推進課

学校以外で、月に1冊も本(漫画本を除く)を読まない児童生徒の
割合

小　29.4%
中　35.6%

小　32.1%
中　38.5%

小　25.0％
中　30.0％

地域連携教
育推進課

県立図書館における児童書貸出冊数 110,478冊 113,424冊 120,000冊 地域連携教
育推進課

県立図書館の電子図書館サービス閲覧数 12,268件 12,378件 15,000件 地域連携教
育推進課

人権教育に関するサテライト研修等への県教委からの講師派遣回
数

223回
（５年間・44.6回/年） 45回 250回

（5年間・50回/年） 人権教育課

人権に関する視聴覚資料の貸出状況 724本
（５年間・144.8本/年） 134本 750本

（5年間・150本/年） 人権教育課

「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」における、体力合計点
の県平均（公立小・中学校）
※（　）内は全国平均値

小5男子　50.5点（52.3点）
小5女子　52.9点（54.3点）
中2男子　39.8点（40.9点）
中2女子　47.2点（47.3点）

小5男子　52.2点（52.5点）
小5女子　53.8点（53.9点）
中2男子　42.5点（41.7点）
中2女子　48.6点（47.2点）

全国平均値を超える 学校安全・
体育課

「全国体力・運動能力、運動習慣等調査」における、１週間の総
運動時間が４２０分以上の児童生徒の割合
（公立小・中学校）

小5男子　54.1％
小5女子　33.1％
中2男子　84.2％
中2女子　62.5％

小5男子　52.8％
小5女子　30.5％
中2男子　79.5％
中2女子　59.7％

2019(令和元)年度
山口県平均値

小5男子　56.4％
小5女子　36.9％
中2男子　87.6％
中2女子　67.7％

学校安全・
体育課

肥満傾向児の出現率 小５男子　11.42％
小５女子　  8.09％

小５男子　16.35％
小５女子　  8.62％

小5男子　9.0％
小5女子　6.0％

学校安全・
体育課

１２歳でむし歯（う歯）のない人の割合 学校安全・
体育課

朝食を毎日食べる児童生徒の割合（公立小･中学校） 小６　94.4％
中３　92.6％

小６　94.1％
中３　92.5％

学校安全・
体育課

学校給食における地場産食材を使用する割合 学校安全・
体育課

県主催の保育者対象の研修会等において研修の目標が十分に
達成できた参加者の割合

義務教育課
（乳幼児の
育ちと学び支
援センター）

スタートカリキュラムの改善に向けて幼児教育施設との意見交換
や合同の研究の機会などを設けている公立小学校の割合

義務教育課
（乳幼児の
育ちと学び支
援センター）

②

最新値施策 推進指標 基準値 2027年/年度
目標値 所管課

①

③

④

⑤

⑥

推進指標 一覧
㉖㉖ 私私立立学学校校ににおおけけるる特特色色ああるる教教育育のの推推進進
【 令和７ 年度の取組方針】

◆ 経常的経費を対象とした補助など私学助成の充実や、積極的な情報提供等により、私立

学校の特色ある教育活動の展開を支援し、私立学校の更なる振興を図ります。

◆ 幼稚園は、地域の幼児教育のセンターとしての役割が期待されることから、私立幼稚園

での子育て支援など、地域に開かれた幼稚園づくりを支援します。
◆ 幼児・生徒の安心・安全を図るため、県費助成制度等による支援により、私立学校施設
の耐震化を促進します。

【主な取組】 （担当課室：総務部学事文書課）

※別途予算計上（知事部局）

主な指標
基準値

計画策定時
最最新新値値

目標値
令和９ 年度

子育て支援を行っている私立幼稚園の割合
％

令和４ 年

％％

令令和和５５ 年年

私立学校（幼・中・高）の耐震化率

［２階以上又は ㎡以上の非木造施設］
％

令和４ 年

％％
令令和和５５ 年年

概ね解消

主主なな取取組組とと内内容容 主主なな取取組組主主体体 予予算算

■ 私学助成の充実

○ 幼稚園、高等学校等の教育に係る経常的経費への補助

・ 私立幼稚園、中学校、高等学校における教育に係る経常的経費の

一部を補助

・ 私立幼稚園が幼児教育水準の維持向上のために実施する教員処遇改

善への補助

県

学校

幼・中・高

※

■ 地域に開かれた幼稚園づくりへの支援

○ 預かり保育に要する経費への補助

・ 私立幼稚園が平日の早朝及び教育時間終了後、土・日、夏休み等の

休業日に実施する預かり保育に係る担当教員人件費等の一部を補助

県

学校 幼
※

拡 特別の支援が必要な幼児の受入れに要する経費への補助

・ 私立幼稚園が実施する特別の支援が必要な障害のある幼児の受入

れ、医療的ケアを行う看護職員等の配置に要する経費の一部を補助

県

学校 幼
※

○ 幼稚園の幼児教育のセンター機能を活用した地域開放に要する経費へ

の補助

・ 私立幼稚園が実施する幼児教育相談、幼児教育講演会、園の教育

機能等の地域への開放、未就園児の親子登園等に要する経費の一部を

補助

県

学校 幼
※

■ 私立学校の耐震化の促進

○ 私立学校における耐震化への補助

・ 私立幼稚園、中学校、高等学校が実施する園舎・校舎等の耐震補強・

改築工事等に要する経費の一部を補助

県

学校

幼・中・高

※

取取組組のの進進捗捗 pp--dd--CChheecckk--aa  
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数値 年/年度 数値 年/年度
最新値施策 推進指標 基準値 2027年/年度

目標値 所管課

推進指標 一覧

中学校・高校卒業者のうち進路決定者の割合 中　99.0%
高　97.2%

中　99.1%
高　96.4%

中　99.5％
高　99.0％

高校教育課

将来の夢や目標をもっている児童生徒の割合
（公立小・中学校）

小　83.9％
中　66.1％

小　84.4％
中　67.2％

小　88.0％
中　75.0％

義務教育課

地域と連携して「1/2 成人式」や「立志式」を行っている公立小 ・
中学校の割合

小　26.7％
中　37.9％

小　84.2％
中　94.3％

義務教育課

高校生等の就職決定率 高校教育課

高校生等の県内就職割合 高校教育課

在学中に体験的なキャリア教育(インターンシップ、大学・企業訪
問等)を経験した高校生等の割合 高　97.9% 高　99.9% 高　100% 高校教育課

学習者用端末を活用した学習活動に、情報活用能力の向上の効
果があると感じている生徒の割合（特別支援学校を除く県立学校）

教育情報化
推進室

情報活用の基盤となる知識や態度について指導する能力を有する
教員の割合（公立小・中・高等学校、中等教育学校、特別支援学校）

教育情報化
推進室

授業にＩＣＴを活用して指導する能力を有する教員の割合
（公立小・中・高等学校、中等教育学校、特別支援学校）

教育情報化
推進室

教育ダッシュボードで可視化した教育データを活用している学校の
割合（県立学校）

教育情報化
推進室

中学校卒業段階で英検3級相当以上、高等学校卒業段階で英
検準2級相当以上を達成した中高生の割合

中学校卒業段階   　50.7％
高等学校卒業段階　48.3％

中学校卒業段階   　51.5％
高等学校卒業段階　46.6％

中学校卒業段階　　 60.0％
高等学校卒業段階　60.0％ 高校教育課

高等学校卒業段階で英検2級相当以上を達成した高校生の割
合

高校教育課

海外の教育機関等と交流した（オンラインによる交流も含む）学
校の割合（県立高等学校等）

高校教育課

県教委が独自に開発した探究的な学習に資する教育プログラムを
活用した公立高校の割合

高校教育課

産業界等と連携した学習活動（インターンシップ、共同研究等）
を行っている県立高校の割合

高校教育課

大学等と連携した理数教育に関する体験的・探究的な学習活動
に参加した普通科設置校の割合

高校教育課

「いじめはどんな理由があってもいけないことだ」と思っている児童生
徒の割合（公立小・中学校）

小　84.2％
中　81.9％

小　82.2％
中　81.6％

小　87.8％
中　86.1％

学校安全・
体育課

いじめの解消率
（公立小・中・高等学校、特別支援学校）

学校安全・
体育課

1,000人当たりの不登校児童生徒数
（公立小・中・高等学校）

小・中 26.6人
高　9.5人

小・中 37.9人
高　9.8人

小・中 19人
高　6.0人

学校安全・
体育課

不登校児童生徒のうち、学校内外の機関等で相談・指導等を受
けている児童生徒数の割合（公立小・中・高等学校）

学校安全・
体育課

1,000人当たりの暴力行為発生件数
（公立小・中・高等学校） 6.0件 7.6件 4.0件 学校安全・

体育課

⑦

⑧

⑨

⑩

⑪
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数値 年/年度 数値 年/年度
最新値施策 推進指標 基準値 2027年/年度

目標値 所管課

推進指標 一覧

総合支援学校高等部の就職希望生徒の就職決定率 特別支援教
育推進室

公立幼・小・中・高等学校等において、個別の教育支援計画の作
成を必要とする幼児児童生徒のうち、実際に作成されている幼児
児童生徒の割合

特別支援教
育推進室

公立幼・小・中・高等学校等において、個別の指導計画の作成を
必要とする幼児児童生徒のうち、実際に作成されている幼児児童
生徒の割合

特別支援教
育推進室

義務教育段階から高等学校段階に進学、就職する生徒につい
て、個別の教育支援計画を活用した支援情報の引継ぎ率

特別支援教
育推進室

コミュニティ・スクールを核とした交流及び共同学習を、地域住民や
大学・企業等の参画を得て実施した総合支援学校数 ２校 4校 全12校 特別支援教

育推進室

「授業は、自分にあった教え方、教材、学習時間などになっていた」
と答えた児童生徒の割合（公立小・中学校）

小　84.8％
中　80.3％

小　85.8％
中　84.0％

義務教育課

日本語指導が必要な児童生徒のうち、日本語指導を受けている
児童生徒の割合（公立小・中学校）

義務教育課

再掲
勉強が「好き」「どちらかといえば好き」である児童生徒の割合
（公立小・中学校）（再掲）

小　61.6％
中　62.6％

小　61.5％
中　61.6％

義務教育課

地域や社会をよくするために何をすべきかを考えることがある児童
生徒の割合（公立小・中学校）

小　54.4％
中　46.4％

小　66.0％
中　52.3％

小　70.0％
中　70.0％

地域連携教
育推進課

学校運営協議会等において、児童生徒を交えて協議を行うととも
に、児童生徒の意見や思いを反映させて、「学校・地域連携カリ
キュラム」の見直し等を行った学校の割合（公立小・中学校）

小　27.8％
中　51.8％

小　39.6％
中　61.7％

小　100％
中　100％

地域連携教
育推進課

学校・家庭・地域が連携して、子どもと地域の大人の協働的な学
習活動を計画的・組織的に実施している学校の割合
（公立小・中・高・特別支援学校等）

地域連携教
育推進課

地域協育ネットコーディネーター養成講座修了者数（累計） 541人 634人 800人 地域連携教
育推進課

「やまぐち型家庭教育支援チーム」の設置率 全中学校区の 全中学校区の 全中学校区の
60.0％

地域連携教
育推進課

家庭教育支援チームの活動実績数 2,190回 2,118回 3,000回 地域連携教
育推進課

家庭教育支援チームにおける相談対応件数 416件 733件 550件 地域連携教
育推進課

休日の学校部活動の地域への移行の取組を実施した市町数 0市町 16市町 19市町 学校安全・
体育課

公立中学校における学校部活動（運動部・文化部）、及び地域
におけるスポーツ・文化芸術活動に参加する生徒の割合

学校安全・
体育課

義務教育課

野外教育活動及びAFPYの指導実践者数 101人 116人 150人 地域連携教
育推進課

社会教育主事有資格者養成数（５年平均） 19.2人 17.0人 25人 地域連携教
育推進課

生涯学習情報提供システム「かがやきネットやまぐち」情報検索件
数 40,856件 15,299件 45,000件 地域連携教

育推進課

山口博物館における「博物館学校地域連携教育支援事業」利用
者の満足度

学校運営・
施設整備室

再掲
読書が好きと感じている児童生徒の割合（公立小・中学校）
（再掲）

小　72.6％
中　68.1％

小　70.4％
中　65.9％

小　80.0％
中　75.0％

地域連携教
育推進課

⑭

⑫

⑬

⑮

⑯

⑰
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数値 年/年度 数値 年/年度
最新値施策 推進指標 基準値 2027年/年度

目標値 所管課

推進指標 一覧

地域社会における人権教育の指導者養成に係る県教委主催の
研修会の受講者数（年間） 279人 294人 320人 人権教育課

人権に関する視聴覚資料等を活用した研修会の実施講座数
（累計）

278講座
(５年間・55.6講座/年） 75講座 300講座

(5年間・60講座/年) 人権教育課

県立美術館の入館者数（５年間の平均） 15.4万人 28.1万人 20万人 文化振興課

学校芸術文化ふれあい事業等を活用して、舞台芸術を鑑賞した
公立小・中学生の割合 （年間）

義務教育課

県立スポーツ施設の年間利用者数 999千人 1,786千人 2,000千人 スポーツ推
進課

県民のスポーツ実施率（週１回以上） スポーツ推
進課

主要競技大会入賞種目数
（国体、インターハイ・選抜大会、全中大会等） 103種目 108種目 120種目 スポーツ推

進課

県立学校施設の長寿命化計画に係る長寿命化改修に着手した
学校数（累計） 10校 24校 50校 学校運営・

施設整備室

県立学校における多目的トイレの設置率 学校運営・
施設整備室

市町立小・中学校の耐震化率 学校運営・
施設整備室

市町立幼稚園の耐震化率 学校運営・
施設整備室

日時等を事前に告げない避難訓練を実施している学校の割合 学校安全・
体育課

専門家と連携した防災学習を実施している学校の割合 学校安全・
体育課

教員の１か月当たりの時間外在校等時間の平均
小　38.4時間
中　47.0時間
県立　33.0時間

小　37.0時間
中　44.5時間

県立　32.4時間
30時間 教職員課

働き方改革に係る取組状況をWebページ等で公表している
学校の割合

小　11.0%
中　16.3%
県立　6.6%

小　26.1%
中　20.4%

県立　36.1%
教職員課

教員採用試験における志願倍率 2.９倍 2.5倍 3.2倍 教職員課

研修奨励により校内における教職員の協働的な学び合いが
充実していると回答した学校の割合

教職員課

「授業の内容がよくわかる」と答えた児童生徒の割合
（公立小・中学校）

小国　86.9％　小算　83.1％
中国　82.9％　中数　77.4％

小国　87.3％　小算　83.3％
中国　83.6％　中数　79.8％

小国　90.0％　小算　90.0％
中国　90.0％　中数　90.0％ 教職員課

中学生が説明会（各高校で開催される体験入学や学校説明会
等）に参加するために訪問した高校の数 1.31校 1.32校 1.5校 高校教育課

教育課程内において、地域・社会との協働活動を行った
県立高校等の割合

地域連携教
育推進課

子育て支援を行っている私立幼稚園の割合 学事文書課

私立学校（幼・中・高）の耐震化率
[2階以上又は200㎡以上の非木造施設] 概ね解消 学事文書課
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